
川崎市債権管理条例の制定について

１　母子寡婦福祉資金貸付金の滞納状況について

（1）修学資金貸付の状況

滞納件数

割合（％）

滞納額

割合（％）

（2）返済が困難となっている状況

現年度分

滞納繰越分

合計

【母子寡婦福祉資金貸付金】

平成25年6月17日開催総務委員会（追加資料）

（単位　件・％・千円）

　母子寡婦福祉資金貸付金の滞納状況の傾向として、滞納繰越となると極端に
収納率が低くなることから、現年度で滞納（＝100％－収納率）となっている割
合が高いことは、返済が困難な債務であるということができます。

　母子福祉資金貸付金は、母子家庭の母等が、就労や児童の就学などで資金が必
要となったときに、都道府県、指定都市又は中核市から貸付けを受けられる資金
で、母子家庭の母の経済的自立を支援するとともに生活意欲を促進し、その扶養
している児童の福祉を増進することを目的とする貸付金
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23年度
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51.1
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4,315

2,199

51.0
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２　滞納債権の状況等について

（1）主要11債権の高額滞納者の割合・個人最高の滞納額

（2）主要11債権の滞納件数・滞納額
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※表中の「―」は未集計です。

単位　上段　件　　
下段　百万円
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要保護世帯奨学資金
貸付金

高齢者住宅整備資金
貸付金

母子寡婦福祉資金貸
付金

保育所運営費負担金

住宅使用料
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生活保護費返還金

生活資金貸付金
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315,004 318,859
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国民健康保険料

介護保険料

介護保険料

生活保護費返還金

高額滞納者割合
（100万円超滞納）

ごみ処理手数料
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2,927
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国民健康保険料



３　条例制定の効果について（政令市８市調査）

・ 条例制定後、収納率が増加傾向になった。

・ 全庁的に債権管理に関する意識が高まった。

・ 台帳の整備や督促を実施し、適正な債権管理を行うようになった。

・ 債権管理手順の統一化が図られ、効率的な滞納整理が可能となった。

・

（お問合せ先）
　財政局滞納債権対策室
　（内線）２４４０１

回収が見込めない債権について、適切な放棄を行うことが可能となり、債権管理の適
正化が図られるようになった。

（札幌市、千葉市、相模原市、静岡市、名古屋市、堺市）

（札幌市、静岡市、堺市）

（横浜市、名古屋市）

（千葉市、浜松市、名古屋市、堺市）

（千葉市、横浜市、相模原市、静岡市、浜松市、名古屋市、堺市）


